
01 02 03
07

06

08 －

令和 ５ ・ ６ 年度における建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。
　　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

令和　　　年　　　月　　　日

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構  本部管理本部  総務部長　殿

10 －

11

12

13

印

14

15 16

17 18

19 1　外国籍会社 2　日本国籍会社 3　日本国籍会社 20 年

21 人

※欄については、記載しないこと。（以下同じ）

（内線　　　　　　）

総 職 員 数(外資比率：　　　%)

フ リ ガ ナ

　　一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）

フ リ ガ ナ

商号又は名称

フ リ ガ ナ

営 業 年 数

担当者電話番号本社(店)電話番号

建設業許可番号 ※09 申請者の規模

代 表 者 氏 名

本社(店)住所

本社(店)FAX番号

外 資 状 況

［国名：　　　　　　　　　］ ［国名：　　　　　　　　　］

(外資比率：100%)

本社(店)郵便番号

フ リ ガ ナ

担 当 者 氏 名

(外資比率：　　　%)

2 更新  1 組    合

※05 受付番号 

 2 公益法人  4 その他（株式会社等）
令和   年   月   日

 1 定期 2 随時  3 個　 人1 新規
適格組
合証明※04 受付機関コード 業者コード  第　                 号

（氏名）（役職）

［国名：　　　　　　　　　］ ［国名：　　　　　　　　　］

メールアドレス
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11
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19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

（注） 完成工事高については、消費税を含まない金額を記載すること。

（千円） 計

①　競争参加資格希望工種区分

　
22
完
成
工
事
高

左官

とび・土工・コンクリート

屋根

※04 受付機関コード ※05 受付番号 

大工

合② 年間平均完成工事高 

電気

石

土木一式

建築一式

管

業者コード

③　申請を希望する機関

消防施設

清掃施設

防水

ガラス

塗装

タイル･れんが･ブロック

鋼構造物

鉄筋

ほ装

電気通信

造園

さく井

建具

水道施設

内装仕上

機械器具設置

熱絶縁

しゅんせつ

板金

　　　　合　　　計

解体

　　　　そ　の　他
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工事

件 千円 千円

 記載要領

1 　本表は、許可を受けた建設業の種類に対応した建設工事の種類ごとに作成すること。
2

3 　共同企業体(ＪＶ)として行った工事については、「元請又は下請の区別」の欄に、当該区別に係る記載のほかＪＶと付記すること。
4 　「配置技術者氏名」の欄には、完成工事について、建設業法第26条第１項又は第２項の規定により直前１年間に置かれた者の氏名をすべて記載すること。
5

6 　工事進行基準を採用している場合、その工事進行基準が適用される完成工事については、「請負代金の額」の欄に、その完成工事高を括弧書きで付記すること。
7 　「合計」の欄には、完成工事の件数及び完成工事に係る請負代金の額の合計（記載要領５によりＰＣ等について請負代金の額を記載する場合には、当該区分に係る額の合計を含む。）を記載すること。
8 　下請工事については、「注文者」の欄には直接注文した元請負人の商号又は名称を記載し、「工事名」の欄には下請工事の名称を記載すること。
9 　「請負代金の額」は、消費税抜きの金額を記載すること。

10 　本表は、経営事項審査申請書に添付した工事経歴書（直前１年分）の写しで代替することができる。

完成（予定）年月

請負代金の額（千円）

うち（　　　　）

　土木一式工事についてこの表を作成する際には、「請負代金の額」の欄中「うち（　）」の括弧内に「ＰＣ」と記載し、各工事ごとにプレストレストコンクリート工事に該当する請負代金の額を記載すること。また、とび・土
工・コンクリート工事について作成する際には「法面処理」、鋼構造物工事について作成する際には「鋼橋上部」について同様に記載すること。

合計

配置技術者氏名注文者

　本表は、直前１年間の完成工事について、記載された請負代金の額（工事進行基準を採用している場合、その工事進行基準が適用される完成工事については、記載要領６により付記されたその完成工事高）の
合計が、完成工事に係る請負代金の額（工事進行基準を採用している場合、その工事進行基準が適用される完成工事については、その完成工事高。記載要領６を除き、以下同じ。）の合計のおおむね７割を超える
ところまで、請負代金の額の大きい順に記載し、それに続けて、直前１年間に着工した主な未完成工事について記載すること。

着　工　年　月

工　事　経　歴　書

受付番号 

元請又は 工事場所のある

都道府県名下請の別
工　事　名

受付機関コード ※05

年　　　　月　

年　　　　月　

年　　　　月　

年　　　　月　

年　　　　月　

年　　　　月　

年　　　　月　

年　　　　月　

年　　　　月　

年　　　　月　

※04

（建設工事の種類

業者コード

年　　　　月　

年　　　　月　

年　　　　月　

年　　　　月　

年　　　　月　

年　　　　月　
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土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 鉄 ほ しゅ 板 ガ 塗 防 内 機 熱 通 造 さ 建 水 消 清 解

〒

〒

〒

〒

〒

〒

〒

〒

〒

〒

 記載要領
1 　本表は、申請日現在で作成すること。
2 　「営業所名称」欄には、経営事項審査を受けた建設業の許可を有するすべての本店又は支店等営業所の名称を記載すること。
3 　「所在地」欄には、営業所の所在地を上段から左詰めで記載すること。
4 　「電話番号・ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号を記載することとし、市外局番、市内局番及び番号は、「－（ハイフン）」で区切ること。
5 　「建設業許可業種」（上段）の欄には、「営業所名称」欄に記入した営業所に対応する経営事項審査を受けた建設業許可業種の欄に○印を付すること。
6 　「営業区域」（下段）の欄には、その営業所が営業する区域について、該当するコード（ＪＩＳの都道府県コード）を記載すること。

営業所名称 所　　在　　地

※04 受付機関コード ※05 業者コード

営　業　所　一　覧　表

番
号

受付番号 

FAX番号（下段）

建 設 業 許 可 業 種  （上　段）

営　　業　　区　　域  　（下　段）

電話番号（上段）
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管工事における希望工種

北 青 岩 宮 秋 山 福 茨 栃 群 埼 千 東 神 山 長 静 新 富 石 福 岐 愛 三 滋 京 大 兵 奈 和 鳥 島 岡 広 山 徳 香 愛 高 福 佐 長 熊 大 宮 鹿 沖 全

海 奈 歌 児

道 森 手 城 田 形 島 城 木 馬 玉 葉 京 川 梨 野 岡 潟 山 川 井 阜 知 重 賀 都 阪 庫 良 山 取 根 山 島 口 島 川 媛 知 岡 賀 崎 本 分 崎 島 縄 国

備考
1 　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４横とすること。
2 　本表は、建設工事契約の管工事について、希望する工種がある場合に記載するものとする。        

　なお、工事実績のある工種のうち、３つの工種まで、工種名の左欄に○印を付すものとする。
3 　「施工を希望する区域（都道府県）」欄には、施工を希望する都道府県欄に○印を付すものとする。

工　　　種

業　態　調　書

※05

　施　工　を　希　望　す　る　区　域　（都道府県）

業者コード※04 受付機関コード 受付番号 

衛生

ガス

浄化槽

ポンプ

一般空調

特殊空調

ガソリンスタンド

ボイラー
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共同企業体調書 （その１）

01
02
03
04
05
06
07
08
09
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29

清掃施設

業者コード

合計
⑥or計

受付番号 ※04 受付機関コード ※05

②
１　　級

②

技　術　職　員　数

② ③ ③ ④③ ④

※数値 ※点数⑤

①

③ ⑥or計

⑤ ⑥or計

区 分

建設工事の種類
⑤ ⑥or計④

その他
⑤①

①
自 己 資 本 額

合　　　計

年間平均完成工事高（千円）

利 益 額

土木一式

②

建築一式

２　　級
①

その他の評価項目

※評点(Z)

※合計 ※評点(X2)

※評　点　(Y)
※評　点　(W)

④

経 営 状 況

大工
左官
とび・土工・コンクリート
石
屋根
電気

鉄筋
ほ装

建具

しゅんせつ
板金
ガラス
塗装

消防施設

解体

管
タイル･れんが･ブロック

機械器具設置

防水
内装仕上

鋼構造物

水道施設

熱絶縁
電気通信
造園
さく井
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共同企業体調書 （その２）

01
02
03
04
05
06
07
08
09
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29

清掃施設

経 営 状 況 ※評　点　(Y)
その他の評価項目 ※評　点　(W)

※評点(X2)
自 己 資 本 額
利 益 額

計 ※数値 ※点数 ※合計⑧ ⑨ ⑩ ⑪

合　　　計

年間平均完成工事高（千円） 区 分 ⑦

⑨ ⑩ ⑪ 計⑪ 計 ⑦ ⑧⑦ ⑧ ⑨ ⑩⑨ ⑩ ⑪ 計

業者コード

建設工事の種類
技　術　職　員　数

１　　級 ２　　級 その他
合計 ※評点(Z)

⑦ ⑧

※04 受付機関コード ※05 受付番号 

土木一式
建築一式
大工
左官
とび・土工・コンクリート
石
屋根
電気
管
タイル･れんが･ブロック
鋼構造物
鉄筋
ほ装
しゅんせつ
板金
ガラス
塗装
防水
内装仕上
機械器具設置
熱絶縁
電気通信
造園
さく井
建具
水道施設
消防施設

解体



競争参加資格審査申請書変更届 （建設工事、測量等、物品製造等）

令和　　年　　月　　日

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構  本部管理本部  総務部長　殿 業者コード
資格決定通知書の
交付年月日 令和　　年　　月　　日

〒
住　　所

商号又は名称

代表者氏名 印

下記のとおり変更があったので届けます。

1 変更内容

「商号又は名称」及び「代表者氏名」を変更する場合はフリガナを付すること。
2 変更項目に係る添付書類名

記載要領

1

2

3 　本様式に収まらない場合には、裏面等に記載することとし、その旨を本様式の欄外に注記すること。

　「変更項目」欄には、追加又は変更の項目、「住所」(※1)、「商号又は名称」(※2)、「代表者」(※3)、「競争参加を希望する地域」、「営業所」、「希望する資格の種類」(※4)、「営業品目」を記入する。

  変更項目に係る添付書類は、資格確認通知書等（写）と※1、※2及び※3については、登記簿謄本（写）（法人の場合に限るものとし、個人の場合にあっては変更項目を確認できる書類（写））とする。また、
※4において、「物品の製造」を追加する場合は、直近の財務諸表（写）と申請書様式の「設備の額」及び「主要の設備の規模」欄と同様の記載をした適宜様式とする。

変更項目 変更前 変更後 変更年月日
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